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世田谷地方合同庁舎敷地

前橋駅

前橋地方合同庁舎敷地
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１．事業概要 Ⅰ事業の目的

老朽や狭隘が進み、分散している国の行政機関を集約立体化することに
より、国有財産の有効活用を図ると共に、国民の利便性向上、総合的な耐
震安全性の確保を図る。
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前橋地方合同庁舎計画地

前橋地方気象台

群馬労働局
（県施設借用）

前橋税務署

群馬労働総合庁舎

現 前橋地方合同庁舎



１．事業概要 Ⅱ事業の背景及び経緯
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施設名称 所在地 建築年次 不具合状況 ※ 延面積 備考

前橋地方合同庁舎（既存）※ 前橋市 １９６９年
老朽、
施設の不備
（耐震性能不足）

４，７８７㎡

前橋税務署 前橋市 １９６５年
老朽、狭隘、
施設の不備
（耐震性能不足）

２，３３４㎡

前橋地方気象台 前橋市 １９３２年 老朽、狭隘 ８３１㎡

群馬労働局 前橋市 １９９５年
借用返還、狭隘、
施設の不備
（耐震性能不足）

１，５３８㎡
（公借分）

県施設を借用

群馬労働総合庁舎 前橋市 １９６６年
老朽、
施設の不備
（耐震性能不足）

１，２１９㎡
前橋労働基準監督署及び
群馬労働局の一部が入居

■ 施設の老朽化が進んでいる。

■ 業務の多様化、業務量の増大による狭隘化が進み業務に支障をきたしている。

■ 現行の耐震基準における耐震性能が不足している

※前橋地方合同庁舎（既存） 入居官署
群馬行政評価事務所、前橋防衛事務所、前橋地方法務局、前橋財務事務所、東京税関前橋出張所

※新規採択時評価時の不具合状況



6前橋地方気象台

前橋地方合同庁舎

群馬労働総合庁舎

前橋税務署

１．事業概要 Ⅱ事業の背景及び経緯

既存庁舎 現況写真



●計画概要

１．事業概要 Ⅲ事業の計画概要

7完成イメージ

・事業地 群馬県前橋市大手町2-3-1

・敷地面積 ５，４７３㎡

・延床面積 １６，５４３㎡

・構造、規模 鉄骨造 地上１１階地下１階

・施設整備期間 平成２１～２７年度

・事業費 約５４．６億円



１．事業概要 Ⅳ 事業計画の変更点
計画地の変更

当初は現合同庁舎敷地での建替えを予定していたが、前橋市から隣接する旧中央

公民館敷地（市有地）及び周辺民有地敷地への建設場所の変更について要請があり、

前橋市長と前橋財務事務所長の間において、土地交換に係る覚書を締結し、その後、

平成２４年３月３０日に土地交換が実施された。

（民有地を含めた移転街区全体の確保は前橋市 により実施）
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予定敷地
（変更後）

現前橋地方合同庁舎
（変更前）

市有地

県有地

１

２

１ ２



敷地面積 ３，４０８㎡

延床面積 ２２，５１３㎡

計画変更による変更点

うち、統計・情報センター
の入居取止に伴うもの約
260㎡の減

地下駐車場の規模縮小に
伴うもの約5,700㎡の減

１．事業概要 Ⅳ 事業計画の変更点
事業規模の変更

●入居官署の変更（前橋統計・情報センターの入居取り止め）により、規模縮小となり、事業費減。
●建設場所の変更により、地下駐車場の規模縮小が可能となり（地下３階→地下１階）、事業費減。
（敷地変更により、仮庁舎の確保も不要）
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断面図

地下駐車場のとりやめによる規模縮小

（地下３階→地下１階）

平面駐車場の確保

入居官署変更に伴う
計画規模の縮小

敷地面積 ５，４７３㎡

延床面積 １６，５４３㎡
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２．事業継続の妥当性 Ⅰ事業の必要性等
（１）事業計画の必要性に関する評価

●事業計画の必要性

※参考値：東雲合同庁舎120点、立川地方合同庁舎127点（昨年度再評価案件）

計 画 理 由 評 点 既存官署の問題点

老朽 64.4 既存前橋合同庁舎は築後44年経過しており、各官署とも老朽化が著
しい。

狭隘 15.7 業務量の増加に伴い、各官署とも狭隘が著しい。

借用返還 12.8 県施設を公借している。

分散 0

都市計画の関係 0

立地条件の不良 0

施設の不備 5.4 耐震性能が建築基準法未満。

衛生条件の不良 0

法令等 0

合同庁舎計画 10.0

特定国有財産整備計画 10.0

合 計 118.3 ≧100

事業を実施する必要性がある。



２．事業継続の妥当性 Ⅰ事業の必要性等
（２）事業計画の合理性に関する評価
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Ⅰ事業案の総費用（千円） 合計（千円）

１．初期費用 （建設費、企画設計費、解体費） 5,292,007

9,139,194
２．維持修繕費 （修繕費、保全費、光熱水費） 3,526,488

３．土地の占用に係る機会費用 725,852

４．法人税等 -405,153

Ⅱ代替案の総費用（千円） ※ 合計（千円）

１．初期費用 （建設費、企画設計費、解体費） 5,739,620

10,365,637
２．維持修繕費 （修繕費、保全費、光熱水費、賃料） 4,380,419

３．土地の占用に係る機会費用 708,509

４．法人税等 -462,911

【差額】Ⅱ－Ⅰ （千円） 1,226,443

事業案と代替案のコスト比較

○分析期間：庁舎建設期間及び維持管理期間５０年間

○社会的割引率（４％）を用いて現在価値化を行い費用を算定

※採用した代替案

建替：前橋地方合同庁舎、前橋税務署、前橋地方気象台、群馬労働局

賃借：前橋労働基準監督署

代替案とコスト比較を行った場合、

本事業案の方が合理的となっている。
評価値：100点
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●事業計画の効果

２．事業継続の妥当性 Ⅰ事業の必要性等
（３）事業計画の効果（B1及びB2）の発揮見込みの評価

※ 参考値：東雲合同庁舎133.1点、立川地方合同庁舎121点（昨年度再評価案件）

分 類 評価項目 評価

位置

B1

用地の取得・借用 １．１ 国として用地を保有できている。

災害防止・環境保全 １．０
自然的条件からみて災害防止・環境保全上の支障は全
て技術的に解消できる見込みである。

アクセスの確保 １．１ 施設へのアクセスは良好である。

都市計画その他の土地利用に関する計
画と整合性

１．０
都市計画その他の土地利用に関する計画と整合してい
る。

敷地形状等 １．０
敷地全体の有効利用や敷地への安全・円滑な出入りが
実現しやすい敷地形状・接道の状況である。又は建設ま
でにそういう状況になる見込みである。

規模

建築物の規模 １．０ 業務内容等に応じ、適切な規模となっている。

敷地の規模 １．０
建築物の規模及び業務内容に応じ、適切な規模となって
いる。

構造

機能性（業務を行うための基本機能に該
当する部分）

１．０
執務に必要な空間及び機能が適切に確保される見込み
である。

B2 社会性、環境保全性及び機能性（施策に
基づく付加機能に該当する部分）

１．１ （別表参照）

評 点 133.1 ≧100
事業計画の効果の
発揮が見込まれる。



●施策に基づく付加機能（Ｂ１・Ｂ２）の評価（Ｂ２の内訳）

２．事業継続の妥当性 Ⅰ事業の必要性等
（３）事業計画の効果（B1及びB2）の発揮見込みの評価

太陽光発電設備の例 雨水貯留槽の例
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施策に基づく付加機能が発揮される見込みである。
（ＡまたはＢに該当する項目がある）⇒評点1.1を付与（前ページ表へ）

分 類 評 価 項 目
評
価

取 組 状 況

社 会 性 地 域 性 A 前橋市景観アドバイザー制度の活用/ 歩道と一体となるオープンス
ペースの整備

環境保全性

環 境 保 全 性 B 屋上緑化 / 太陽光発電/雨水利用設備

木材利用推進 B エントランスホール等内装木質化

機 能 性

ﾕ ﾆ ﾊ ﾞ ｰ ｻ ﾙ
ﾃ ﾞ ｻ ﾞ ｲ ﾝ

A 「高度なバリアフリー化」を行う （ UDワークショップの開催）

防 災 性 B シミュレーションに基づき、ビル風対策を行う



再評価時

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

設計

埋蔵文化財
調査

工事
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新規
採択時

年度 H21 H22 H23 H24

設計

埋蔵文化財
調査

工事

新規採択 再評価 工事完成

新規採択

平成２２年度予算概算要求見送り
H21.10.15

H21.9.29 閣議決定
｢平成22年度予算編成の方針｣

公告H21.6.8

『 前橋地方合同庁舎（仮称）（１２）建築工事』

『前橋地方合同庁舎（仮称）
外（１１）設計業務』

公告H23.7.4

契約H24.1.23

公告H24.11.1 契約H25.2.26

２．事業継続の妥当性 Ⅱ事業の進捗の状況及び見込み

平成２３年度予算概算要求
H22.8.31

手続き見合せH21.10.21

『前橋地方合同庁舎外
設計業務』
発注手続き

埋蔵文化財調査

埋蔵文化財調査（報告書作成）

建設予定地
（H25.5月時点）



各大臣は、既存予算についてゼロベースで厳しく優先順位を見直し、できる限り要求段階から積極的な減額を

行うこととする。

２．事業継続の妥当性 Ⅱ事業の進捗の状況及び見込み
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平成22年度予算概算要求見送り（平成21年10月15日）

（H２１．１０．２１設計業務の入札手続き見合わせ）

出先機関改革の検討が進められているなかで、以下を満たす事業について整備を実施する。

①整備の緊急性が真に高い事業（耐震安全性に問題がある現庁舎の面積割合が高く緊急性が高い）

②入居官署の見直しにより無駄を生じさせないよう対応できる事業

H21.9.29 閣議決定｢平成２２年度予算編成の方針について｣（抜粋）

①耐震安全性に問題がある現庁舎の面積割合が高く緊急性は高いものの、②入居官署の見直しにより無駄が
生じないよう対応することが可能と判断できない。
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H23年度予算概算要求（平成22年８月31日）

（H２３.４ 事業再開）

①整備の緊急性が真に高い事業で、かつ

②施設に余剰が生じた場合に、無駄が生じないように対応することが可能。

平成２２年度

２．事業継続の妥当性 Ⅱ事業の進捗の状況及び見込み

■入居官署の見直し

関東農政局の組織再編に伴い、前橋統計・情報センターの入居取り止め。

■施設に余剰が生じた場合の対応として、入居可能な官署が存在する。

さらに、前橋市から「国前橋合同庁舎の移転整備について」要望書の提出（H22.5）



３．対応方針（案）
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事業計画の必要性

・老朽、狭隘、耐震性の不足な
どの視点から、事業を早期に
行う必要性を評価

１１８．３点

100点以上

老朽化、狭隘化、耐震性
の不足等を解消する必要
性が認められる。

事業計画の合理性

・採択案と他の案（改修・増築、
民借等）との費用比較により、
合理的であることを評価

１００．０点

100点

経済性、採算性等の合理
性がある。

事業計画の効果

・B1（事業を行うための基本機
能）と、B2（施策に基づく付加
機能）から事業の効果を評価

１３３．１点

100点以上

位置・規模・構造が適切で
あり、集約合同化による
事業の効果が認められる。



３．対応方針（案）
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事業継続の妥当性判断
●事業の必要性等

・ 入居官署の施設は老朽化の進行や耐震性能の不足等

の問題があり事業計画の必要性がある。

・ 代替案との比較により、事業計画の合理性がある。

・ 事業の効果に関する評価（B1,B2)により、位置、規模、

構造に関する基準を満足する施設が整備される。

●事業の状況

・ 平成２４年度末に工事発注を行っている。

・ 平成２７年度に完成の見込み。

以上より、事業継続が妥当である。


